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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本家計の家事労働の実態について、テーマをいくつかに絞り経済学の視
点で議論した。統計データを用いた分析の主な発見として、（１）2000年代に国が企業に導入を促してきた介護
休暇や育児休暇制度が、妻の市場労働供給を増加させたこと、ただし夫が家事労働時間を増加させることは確認
されず、夫婦間の労働時間の不均衡の解消にはつながっていないこと、（２）家計は時間と資金を投入すること
で良好な子供の健康状態を作り出しており、この過程を支援する政策が貢献していることがわかった。なお、妻
による家事時間の投入が戦前から続いているかどうかについては、今後分析を発展させられる可能性が示され
た。

研究成果の概要（英文）：This project has tried to find the facts on home-production in Japan, based 
on statistical data from the point of view of Economics. The main findings are (1) firm’s leave 
policies supporting informal family child/parental care, which are promoted by the government mostly
 in 2000s, succeeded encouraging the married women to raise their labor supply. However, they did 
not reduce their housekeeping time, nor encourage married men to participate in housekeeping. The 
imbalance in home-production/work time between men and women within a household has not been solved;
 (2) households produce better health conditions of their child(ren), inputting time and money for 
health-promoted activities at home. The government policies maybe contributed to promote them. As a 
remained research topic, we should conduct more investigations on historical changes in Japanese 
home-production. 

研究分野： 労働経済学、応用計量経済学

キーワード： 家計生産　余暇と家事　市場労働時間の決定　既婚女性の労働供給　子供の健康　日本
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により、主に2000年代に進められてきた介護・育児休暇制度の導入が、既婚女性の労働供給の増加に貢献
したことが分かった。ただし、休暇制度が導入されても男性の家事時間は有意に増加しておらず、既婚男女の家
事と市場労働の時間不均衡を是正するには至っていなかった。また、家計生産物として家族の健康状態に着目し
た分析では、国や自治体による関連補助政策が、親の健康投資行動を促し、結果的に子供の良い健康状態を作り
出すことがわかった。このように、家族に関する政策を評価したことが本研究の社会的意義である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日本の既婚女性の家事時間は先進国の中で突出して長い。なぜ時間や資金を費やすのか。何を作
り出しているのか。家事により生み出されるモノ（家計生産物）には、たとえば、介護や育児に
よる家族の健康や成長などが含まれる。先進国では近年、これらの家計生産物の格差が拡大して
いるといわれる。家族が作り出したもので厚生格差が生じているのであれば、格差是正のために
家計生産の様子を明らかにすることが必要となる。家族に係る様々な社会経済政策の効果を捉え
ようとすればなおさらである。しかしながら、既婚女性の労働時間配分をデータ分析により明ら
かにすることは容易ではない。家族情報に加えて夫婦の嗜好など労働選択に関わる情報が何れの
国でも入手できないためである。調査や分析手法に工夫を凝らした分析が必要となる。そして、
この分析においては、日本家計を対象とすることに価値がある。日本の既婚女性は過去 20 年間
で市場労働参加を増やしている一方で、家事時間は大きく減少していないからだ。多くの先進国
で家事時間が減少しているのと対照的である。政策や環境は日本家計の家事時間の減少に貢献し
ていないのか。家計生産により何が作り出されているのだろうか。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、以下の３つのリサーチクエスチョンに答えることで日本家計の家事労働の実態
を経済学の視点で明らかにすることにある。（１）2000 年代に行われたワークライフバランス政
策により既婚女性の家事労働は減少したか、市場労働は増加したか、既婚男性の家事労働は増加
したか、（２）既婚女性が市場労働を増やすと家事時間、そして家計生産物－例えば家で作られ
る健康状態は変わるのか、（３）このような家計生産の様子はいつから続いているのか。言い換
えれば、「家族に関わる政策が家計の労働選択に与える影響」「労働選択が家計生産物に与える影
響」「家計内労働選択の長期変遷」の３点を明らかにすることが研究課題であった。 
 
３．研究の方法 
(1)「家族に関わる政策が家計の労働選択に与える影響」については、『消費生活に関するパネル
調査』（家計経済研究所）の 1993 年から 2017 年調査を利用して、共働き夫婦の「家事と市場労
働時間の配分割合」を、夫婦が勤める企業のワークライフバランス（WLB）政策の実施状況に回
帰した。その際、夫婦要因、家計要因、経済要因をコントロールすることで脱落変数の可能性を
できる限り少なくする。また、パネルデータであることを利用して観察できない個人の特性要因
を取り除くことで、夫婦の時間配分の決定が、夫や妻の特徴や属性差によるものではなく、真に
政策変更によるものであることを明らかにする。さらに、WLB 政策の内生性を取り除くために、
別の大規模マイクロ調査から、年齢別、学歴別、産業別に平均的な WLB 政策の導入率を計算した
「平均 WLB 政策導入率」を使ったパネル操作変数法を用いて分析する。 
(2)「労働選択が家計生産物に与える影響」については、子どもの健康状態がわかるさまざまな
標本データを使って、労働参加により健康状態にどう影響するかを分析する。健康はなるべく客
観的な指標として捉えられるように工夫するが、不可能な場合には、多くの調査で回答される主
観的健康状態を用いる。ただし、系統的な測定誤差や観察できない健康選好の存在が、注目した
い関係を見せかけてしまう可能性を回避するため、推定誤差の扱いに十分に注意する。また、外
生的な政策変更の効果を捉えるようにする。なお、当初この分析は、求職中の既婚女性が集まる
母親ハローワークにおいて、半日間行われる訓練参加者を対象に「擬似労働」をさせてその日の
生活時間の変化を調査する実験を行う予定でいたが、コロナ感染症の拡大で訓練自体が縮小され
てしまい、実施をあきらめざるを得なかった。代わりに、異なるタイプの標本データを用いて、
異なる視点から分析を実施することでこの変更を補った。 
(3)「家計内労働選択の長期変遷」については、農家経済調査簿（京都大学）の、約 150 家計の
365 日の日次パネルデータ（最大３年間継続）を用いて、昭和恐慌や天災発生、天気の変化に注
目しながら、妻と夫の時間配分が予期せざる負の事態の発生にどう対処してきたかを分析する。
自作農の日記記録として書かれた日次パネル調査であるため、まずはデータベース化に尽力する。
サンプル数が多くないが、日次データであるというメリットを用いて、家計固定効果を取り除き
ながら、家計が直面する外生変化への反応を捉える。 
 
４．研究成果 
(1)「 家族に関する政策が家計の労働選択に与える影響」については２つの論文を公表した。小
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